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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第３区分
【発行日】平成26年10月30日(2014.10.30)

【公表番号】特表2014-504320(P2014-504320A)
【公表日】平成26年2月20日(2014.2.20)
【年通号数】公開・登録公報2014-009
【出願番号】特願2013-543769(P2013-543769)
【国際特許分類】
   Ｃ０９Ｊ 201/00     (2006.01)
   Ｃ０９Ｊ   7/02     (2006.01)
   Ｃ０９Ｊ 123/02     (2006.01)
   Ｃ０９Ｊ   5/06     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０９Ｊ 201/00    　　　　
   Ｃ０９Ｊ   7/02    　　　Ｚ
   Ｃ０９Ｊ 123/02    　　　　
   Ｃ０９Ｊ   5/06    　　　　

【誤訳訂正書】
【提出日】平成26年9月1日(2014.9.1)
【誤訳訂正１】
【訂正対象書類名】特許請求の範囲
【訂正対象項目名】全文
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
ａ）軟質ポリオレフィン封止膜（１）を非反応性ホットメルト接着剤化合物（２）で被覆
し、２５℃で非粘着性であるホットメルト接着剤被覆のポリオレフィン封止膜（３）を形
成し、
ｂ）地上または地下の構造物（５）の表面（４）に前記ホットメルト接着剤被覆のポリオ
レフィン封止膜（３）を積層し、
ｃ）前記非反応性ホットメルト接着剤化合物（２）を部分的に溶融するよう加熱し、
ｄ）前記非反応性ホットメルト接着剤化合物（２）を冷却し、軟質ポリオレフィン封止膜
（１）と前記構造物（５）の表面との間に接着結合を形成する
ステップを含み、前記非反応性ホットメルト接着剤化合物がエポキシ樹脂を含有しないこ
とを特徴とする、地下または地上の構造物を封止する方法。
【請求項２】
　前記非反応性ホットメルト接着剤化合物が前記非反応性ホットメルト接着剤化合物の量
に対して特に５０重量％以上、好ましくは６０重量％以上の量の２５℃で固体の熱可塑性
ポリ－α－オレフィン、好ましくはアタクチックポリ－α－オレフィン（ＡＰＡＯ）であ
ることを特徴とする、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記非反応性ホットメルト接着剤化合物が２５℃で固体のコポリマーを含有し、前記非
反応性ホットメルト接着剤化合物の量に対して特に５０重量％以上、好ましくは６０重量
％以上の量の、少なくとも１つ、好ましくは１つの不飽和Ｃ＝Ｃ二重結合を有する少なく
とも２つのモノマー、好ましくはエチレン－酢酸ビニルコポリマーのフリーラジカル重合
により得られることを特徴とする、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
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　前記非反応性ホットメルト接着剤化合物が８０～２００℃、特に１３０～１８０℃の融
点を有することを特徴とする、請求項１～３の１つに記載の方法。
【請求項５】
　ステップａ）の前記非反応性ホットメルト接着剤化合物（２）が５０～３００ｇ／ｍ２
、特に１００～２００ｇ／ｍ２塗布されることを特徴とする、請求項１～４の１つに記載
の方法。
【請求項６】
　前記地下または地上の構造物（５）の表面（４）が追加のステップａ’）、
ａ’）非反応性ホットメルト接着剤化合物（２）を前記地下または地上の構造物（５）の
表面（４）に塗布する
　ことにより得られ、ステップａ’）はステップｂ）の前に行う、ホットメルト接着剤（
４’）で被覆された表面であることを特徴とする、請求項１～５の１つに記載の方法。
【請求項７】
　ステップｃ）の熱の導入が、ステップｂ）のホットメルト接着剤被覆のポリオレフィン
封止膜（３）の塗布中に、特に前記ホットメルト接着剤被覆のポリオレフィン封止膜（３
）と前記構造物（５）の表面（４）との間の塗布中に形成される空隙（６）に行われるこ
とを特徴とする、請求項１～６の１つに記載の方法。
【請求項８】
　前記ステップｃ）の熱の導入が前記ホットメルト接着剤化合物（２）に対向する前記ポ
リオレフィン封止膜（１）の側に行われ、前記ポリオレフィン封止膜（１）を通り、前記
ホットメルト接着剤化合物（２）から移動することを特徴とする、請求項１～７の１つに
記載の方法。
【請求項９】
　前記ステップｃ）の熱の導入が前記ホットメルト接着剤化合物の温度が前記ホットメル
ト接着剤化合物（２）の融点以下の少なくとも３０℃、好ましくは少なくとも４０℃の温
度を超えないように行われることを特徴とする、請求項１～８の１つに記載の方法。
【請求項１０】
　前記軟質ポリオレフィン封止膜（１）が織物で補強されることを特徴とする、請求項１
～９の１つに記載の方法。
【請求項１１】
　地下または地上の構造物を封止するため、２５℃で非粘着性である、非反応性ホットメ
ルト接着剤被覆の軟質ポリオレフィン封止膜（３）の使用。
【請求項１２】
　ｉ）ポリオレフィン封止膜（１）の層
ｉｉ）ホットメルト接着剤化合物（２）の層
ｉｉｉ）地下または地上の構造物（５）
　を有し、前記ホットメルト接着剤化合物（２）の層が前記ポリオレフィン封止膜（１）
の層と前記地下または地上の構造物（５）との間に配置される、複合体（８）。
【請求項１３】
　前記地下または地上の構造物（５）が屋根であることを特徴とする、請求項１２に記載
の複合体（８）。
【誤訳訂正２】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】０００５
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【０００５】
　特筆すべきことに、請求項１に記載の方法は、この課題を成し遂げることができること
がわかっている。特に、この方法は、軟質ポリオレフィンストリップを基材全面、特に屋
根または屋根構造物に長期間付着させる、これまで切望されてきたことを非常に簡易に実



(3) JP 2014-504320 A5 2014.10.30

現し、従って最適な封止を得ることを可能にする。
　特筆すべきことに、非反応性ホットメルト接着剤化合物は、この問題の解決に場合によ
り適切であることがわかっている。特に、軟質ポリオレフィン膜は非粘着性であり、それ
ゆえ長期間であっても、特にロール状で保存することができるという利点が示されている
。必要な場合、これらの膜を、熱を導入した後、冷却することにより、封止する基材と付
着させることができ、そうしてその結果、複合体を形成することができる。この方法では
、非常に素早く接着結合が生じ、そうしてわずか数分後に、ポリオレフィンストリップと
ポリオレフィンストリップに付着された基材との間に強い力を伝達することができること
が示されている。この迅速な強度の形成は、接着にクランプなどの機械的固定手段を必要
としないという点で有利なものである。さらに、本発明に適した非反応性ホットメルト接
着剤化合物は、反応性ホットメルト接着剤に比べかなり安価であり、これまでの最先端の
ポリオレフィンを付着させる技術に使用されてきた。
　本明細書に開示された封止膜は容易に作製でき、長期間にわたり保存および出荷でき、
かつ非常に簡易な方法で塗布および付着することができる。特に、鋲などの機械的固定手
段は、積層および固定に必要としない。これにより、損傷に対する膜の脆弱性を低下させ
る。結果として、漏出源が非常に小さくなる。
【誤訳訂正３】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】０００７
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【０００７】
　第１の態様において、本発明は地上または地下の構造物を封止する方法に関する。本方
法は、以下：
ａ）軟質ポリオレフィン封止膜を非反応性ホットメルト接着剤化合物で被覆し、２５℃で
非粘着性である、ホットメルト接着剤被覆のポリオレフィン封止膜を形成し、
ｂ）ホットメルト接着剤被覆のポリオレフィン封止膜を地上または地下の構造物の表面に
配置し、
ｃ）非反応性ホットメルト接着剤化合物を部分的に溶融させるため加熱し、
ｄ）非反応性ホットメルト接着剤化合物を冷却し、軟質ポリオレフィン封止膜と構造物の
上面との間に接着結合を形成する
ステップを含む。
【誤訳訂正４】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】０００９
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【０００９】
　軟質ポリオレフィン封止膜の機械的特性を最適化するため、封止膜を繊維で補強する場
合有利となる。ポリオレフィン封止膜を繊維で補強する場合、特に有利となる。繊維での
補強は、ばらの繊維形態または好ましくは平坦な繊維構造により行われることができる。
好ましくは、繊維による補強は、ポリオレフィン封止膜を繊維マット、繊維層、繊維フリ
ース、繊維格子状層または繊維布で補強するように行われる。
【誤訳訂正５】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００１９
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００１９】
　ホットメルト接着剤被覆のポリオレフィン封止膜は、２５℃で非粘着性である、非反応
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性ホットメルト接着剤化合物を塗布することにより作製される。
　室温への急速な冷却を促進するため、塗布された非反応性ホットメルト接着剤化合物を
、冷却手段を用いて、例えば冷風を吹き込み、または膜を予冷却もしくは積極的に冷却し
た冷却器上に膜を積層することにより膜を冷却し、またはこの冷却器と膜を接触させるこ
とにより冷却することができる。
【誤訳訂正６】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００２１
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００２１】
　ステップａ）は、膜製造プラントにて工業方法で行われることが好ましく、かつ、ホッ
トメルト接着剤被覆のポリオレフィン封止膜を、好ましくはロールから塗布のためのホッ
トメルト被覆のポリオレフィン封止膜の形態で、使用する建設現場に運搬する。非反応性
ホットメルト接着剤化合物の塗布を建設現場で行わない場合は特に有利であり、高い塗布
温度および火事および火傷に関連する危険のため作業および工業上の安全性の点から非常
に有利となるものである。さらに、ホットメルト化合物を塗布し、冷却させるまで建設現
場で待つ必要はなく、従って、作業現場での作業をかなり加速させることが可能になる。
ホットメルト接着剤被覆のポリオレフィン封止膜が非粘着性である特性に基づき、被覆し
た膜を簡易に巻き取り、場所を取らずにロールで保存し、輸送し、かつ必要な場合は広げ
ることができる。好ましくは、ロール上の個々の層は互いに接着せず、これは、特定の好
ましくない場合における保存、特に長期保存の間にロールのブロックとならないことを意
味する。しかし、巻き取る前に被覆した膜上に剥離紙、特にシリコン処理した剥離紙を入
れることにより、ブロッキングを完全に回避することが望ましい。
【誤訳訂正７】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００４１
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００４１】
　従って、地下または地上の構造物を封止するための２５℃で非粘着性である、非反応性
ホットメルト接着剤被覆の軟質ポリオレフィン封止膜３の使用は、本発明のさらなる態様
を表す。
【誤訳訂正８】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００４７
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００４７】
　図１は、非反応性ホットメルト接着剤化合物２がステップａ）の軟質ポリオレフィン封
止膜１に被覆として、２５℃で非粘着性である、ホットメルト接着剤被覆のポリオレフィ
ン封止膜３の形成物で塗布されている軟質ポリオレフィン封止膜１を示す。図２に記載の
ように、粘着性がないことで、接着物または箔が問題なく巻き取ることが可能となる。さ
らに、膜を自由に可動させ、あまり望ましくない基材に粘着することがなく、埃または他
の小さな粒子が表面に接着したままにならず、それにより膜の表面が汚染されず、または
魅力的な外見となるため有利となる。
【誤訳訂正９】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００５２
【訂正方法】変更
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【訂正の内容】
【００５２】
　以下に、実施例を基に本発明を説明する。ポリエステルスクリムで補強し、シーカ・サ
ーナフィル社、スイスから入手可能であり、１．８ｍｍ厚の軟質ポリオレフィン封止膜サ
ーナフィル（登録商標）ＴＳ７７－１８に、１８０℃に加熱し、溶融した、シーカ・オー
トモーティブ社、ドイツから入手可能な非反応性ホットメルト接着剤シーカメルト（登録
商標）－９１７１を１５０ｇ／ｍ２塗布した。室温に冷却後、このように被覆した、接着
剤被覆の軟質ポリオレフィン膜を５×２０ｃｍのストリップにトリミングした。
　粉末チョークをまぶすことにより決定した、このように製造された接着剤被覆の軟質ポ
リオレフィン膜は２３℃で非粘着性であった。箔を縦に配置すると、粉末チョークは全て
接着剤の表面から落ちたので、チョークは表面にもはや見つけることができないように見
えた。


	header
	written-amendment

